
○ 

労
働
金
庫
法
施
行
規
則
第
十
二
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
労
働
金
庫
法
第
九
十
四
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
銀
行
法
第
十
四
条
の
二
第
一
号
に
掲
げ
る

基
準
に
従
い
算
出
さ
れ
る
自
己
資
本
の
額
に
必
要
な
調
整
を
定
め
る
件 
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行 

労
働
金
庫
及
び
労
働
金
庫
連
合
会
の
必
要
な
調
整
を
加
え
た
自
己
資
本
の
額

は
、
基
本
的
項
目
の
額
（
労
働
金
庫
法
第
九
十
四
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る

銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
労
働
金
庫
及
び
労
働
金
庫
連
合
会
が

そ
の
保
有
す
る
資
産
等
に
照
ら
し
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
が
適
当
で
あ
る
か
ど

う
か
を
判
断
す
る
た
め
の
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省

金

融

庁
告
示
第
七
号
。
以
下

「
自
己
資
本
比
率
告
示
」
と
い
う
。
）
第
十
三
条
に
定
め
る
基
本
的
項
目
の
額
を
い

う
。
）
及
び
補
完
的
項
目
の
額
（
自
己
資
本
比
率
告
示
第
十
四
条
に
定
め
る
補
完
的

項
目
の
額
を
い
う
。
）
の
合
計
額
と
す
る
。 

労
働
金
庫
及
び
労
働
金
庫
連
合
会
の
必
要
な
調
整
を
加
え
た
自
己
資
本
の
額

は
、
基
本
的
項
目
の
額
（
労
働
金
庫
法
第
九
十
四
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る

銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
自
己
資
本
比
率
の
基
準
を
定
め
る
件

（
平
成
九
年
七
月
労
働
省

大
蔵
省
告
示
第
一
号
。
以
下
「
自
己
資
本
比
率
告
示
」
と
い
う
。
）

第
十
条
に
定
め
る
基
本
的
項
目
の
額
を
い
う
。
）
及
び
補
完
的
項
目
の
額
（
自
己
資

本
比
率
告
示
第
十
一
条
に
定
め
る
補
完
的
項
目
の
額
を
い
う
。
）
の
合
計
額
と
す

る
。 

 


